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「電子決済等代行業者との接続に係る基準」の公表について 

 

株式会社武蔵野銀行（頭取 加藤 喜久雄）は、銀行法等の一部を改正する法律（平成二十九年法律     

第四十九号）に則り、「電子決済等代行業者との接続に係る基準」を策定いたしましたので、        

公表します。 

当行は、本基準を満たす電子決済等代行業者と接続することで、利用者保護を確保しつつ、金融     

サービスの高度化とオープンイノベーションの促進を目的に、利便性の高い新サービスの提供に取組んで 

まいります。 

「電子決済等代行業者との接続に係る基準」の内容については、次頁をご参照下さい。 

 

以 上 

 

 

 

 

 
 

報道機関からのお問い合わせ先 

営業統括部 フィンテック推進室 磯中・野崎 

ＴＥＬ（048）641－6111（代表）内線2401・2408 
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2018年 9月 21日公表 

 

電子決済等代行業者との接続に係る基準 

 

武蔵野銀行（以下、「当行」といいます）は、「電子決済等代行業者との連携及び協働に係る方針」を踏

まえ、電子決済等代行業者が当行とAPI接続するために満たすべき事項の基準を公表します。 

 

当行の「電子決済等代行業者との接続に係る基準」は以下の通りです。 

当行は、これを変更する場合には、ホームページによりお知らせします。 

 

１．情報セキュリティ管理態勢 

情報セキュリティに関する全社的な管理態勢を適切に整備していること 

 (1) 利用者情報等の管理・保護に関する態勢を整備していること 

 (2) 情報セキュリティ管理に関するルールを適切に整備・運用していること 

 (3) 情報セキュリティに関する管理態勢の定着、周知に関する対応を行っていること 

 

２．外部委託先・電子決済等代行業再委託者等管理態勢 

電子決済等代行業者が外部委託を行う場合、または電子決済等代行業再委託者（銀行法施行規則第三十

四条の六十四の九第三項に定める事業者）と連携する場合において、当該外部委託先及び電子決済等代

行業再委託者を適切に管理する態勢を構築していること 

 

３．サービス提供に関する協力態勢 

当行と協力の下、利用者保護に対する適切な管理態勢を整備していること 

 (1) セキュリティ対策の高度化に向けた対策を講じるための態勢を整備していること 

 (2) サイバーインシデント等の発生時における当行との協力態勢を整備していること 

 (3) 利用者からの問い合わせ等対応に係る態勢が適切に整備されていること 

 

４．コンピュータ設備管理 

コンピュータ等の設備における情報セキュリティの管理態勢を適切に整備していること 

 

５．オフィス設備管理 

オフィスに係る設備における情報セキュリティの管理態勢を適切に整備していること 

 

６．システム開発・運用管理 

システム開発・運用に関する管理態勢を適切に整備していること 

 (1) 開発・運用におけるアクセス権等を適切に管理していること 

 (2) システムの改ざん等を防止する態勢を整備していること 

 (3) 不正アクセス等を防止するための対応措置を適切に整備していること 

 (4) 情報資産を適切に管理するための態勢を整備していること 
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７．サービスのセキュリティ機能 

提供するサービスにおいて、セキュリティ対策を十分かつ適切に行っていること 

 (1) 情報の機密性を確保するための態勢を整備していること 

 (2) 利用者情報保護のために認証機能や不正アクセス防止等の必要なセキュリティ機能を構築している

こと 

 

８．反社会的勢力の排除態勢・法令等遵守態勢 

(1) 反社会的勢力に該当しないこと及び反社会的勢力の排除態勢を整備していること 

 (2) 電子決済等代行業者の登録を受けており、適切な法令等遵守態勢を整備していること 

 

９．利用者保護／サービス提供・継続のための態勢 

利用者保護態勢やサービス提供・継続のための態勢を適切に整備していること 

 (1) 十分な利用者保護態勢が整備されていること及び利用者に対しサービスに関する説明を適切に行っ

ていること 

 (2) 利用者への補償態勢を整備していること及び補償のための十分な資力及び安定的な財務基盤を有す

ること 

 (3) 電子決済等代行業者の行う事業内容が公序良俗に反していないこと 

 (4) 提供するサービスが利用者にとって有益と判断できること 

 (5) サービス提供において当行が必要と判断する内容の契約を締結すること 

 (6) サービスを継続的に提供するために必要なリソースやシステム性能を有していること 

 

留意事項 

(1) 当行との接続後も基準への適合性調査を定期的に行い、基準を満たさなくなったと認められる電子

決済等代行業者については、以降の接続をお断りする場合があります。 

 (2) 本基準は、法令諸規則等の改正や、その他相当の事由があると認められる場合、変更されることが

あります。 

 

以 上 


